
第６号様式別表１の２記載要領

1

2

3

4

この計算書は、道府県内に恒久的施設を有する外国法人が記載し、第６号様式、第６号様式（その２）又は第６号様式（そ
の３）の申告書に添付すること。

「法人番号」欄には、法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第15項に
規定する法人番号をいう。）を記載すること。

　※印の欄は記載しないこと。

「法人税法の規定によって計算した法人税額①」の欄は、法人税の申告書（別表１の２）の「法人税額計(6)」及び「法人税
額計(26)」の欄の金額（これらの欄の上段に使途秘匿金の支出の額の40％相当額が記載されている場合には、当該欄の金額に
当該額を加算した金額）を記載し、括弧内には特別控除取戻税額、使途秘匿金の支出に対する法人税額及び土地譲渡利益金額
に対する法人税額の合計額を記載すること。


